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一般財団法人静岡県社会福祉事業共済会運営規則 

 

（目的) 

第１条 この規則は、定款第４条第１項第１号に基づき一般財団法人静岡県社会福祉事業共

済会（以下「この法人」という。）の業務運営に関し、必要な事項を定めることを目的と

する。 

（用語の意義） 

第２条 この規則における用語の意義は、次のとおりであり、その他の用語の意義は定款の

例による。 

（1）定  款 一般財団法人静岡県社会福祉事業共済会定款をいう。 

（2）経 営 者 「社会福祉施設職員等退職手当共済法（以下「法」という。）」に定める社

会福祉施設、特定社会福祉事業及び特定介護保険施設等を経営する社会福

祉法人等をいう。 

(3) 会  員 本会に加入を承認された経営者をいう。 

（4）対象施設 会員が経営する施設及び法に定める申出施設等をいう。 

(5) 職  員 会員が提出する「負担金納付対象職員に係る届書」及び「職員加入申込書」 

に記載されている職員をいう。 

（業務執行の基本原則） 

第３条 この法人の業務は、法令及び定款、規則その他の定めるところに従い、適正かつ確

実な運営を期するよう執行しなければならない。 

２ この規則を変更する場合には、理事会の決議を得て、評議員会の承認を受けなければな

らない。 

(資産の運用) 

第４条 この法人の資産は、当座の支出に充てるため必要最少限度の額を現金又は短期の預 

金として保管するほかは、金銭信託又は貸付信託その他の方法により安全かつ有利に運用 

しなければならない。 

（加入申込と承認） 

第５条 経営者は、この法人に加入するときは、理事会で別に定める加入に係る申込書及び 

該当職員名簿を提出するものとする。 

２ この法人は、前項の申込があったときは、理事会に諮り会長が承認するものとする。 

（資格の喪失） 

第６条 会員は、次の各号のいずれかに該当するときは、この法人の事業の対象から除かれ

る。 

（1）脱退したとき。  

（2）負担金の納付を滞納し督促に応じないとき。 
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（3）その他理事会において不適当と認めたとき。 

２ 前項第２号及び第３号の規定により、この法人の事業の対象から除かれたときは、そ 

の理由を付して会員に通知するものとする。 

（脱退） 

第７条 会員は、この法人の行う事業の対象から脱退しようとするときは、その理由を付し 

て、理事会で別に定める脱退に係る届出書を提出し、理事会の承認を受けなければならな 

い。この場合、この法人は脱退一時金を給付する。脱退一時金の額は職員の加入期間に相 

応した退職手当金総額の 50パーセントとする。ただし、会員が社会福祉事業者でなくなっ 

た等止むを得ないと理事会が認める場合にはこの限りでない。 

（債務の弁済） 

第８条 前条の規定により、この法人の事業の対象から除かれた会員がこの法人に債務を 

負っている場合は、直ちにその債務を弁済しなければならない。 

（届出書等） 

第９条 会員は、次の各号に掲げる事由が生じたときは、事由が生じたときから 10日以内に 

それぞれに規定する届出（様式一覧表）を、この法人に提出しなければならない。 

（1）職員を新たに採用したときは、別途定める職員加入に係る申込書 

ただし、４月１日に加入した職員については、別途定める負担金納付対象職員に係る

届出書 

（2）職員が退職したときは、別途定める退職に係る届出書 

     ただし、この法人が認めた場合には、届出書の提出を要しないことがある。なお、

引続き１年以上職員であった者（負担金の納付実績がない者を除く。）が、退職手当金

を請求しないで、退職手当金の通算を申し出る場合には、所定の欄に通算の意思を表

示しなければならない。 

（3）職員が、この法人に加入している他の会員の職員となった場合には、別途定める継続

職員に係る届出書 

（4）職員であった者が、退職手当金を請求しないで対象施設から対象施設以外の施設に異

動した場合は、事由の生じた日から 10日以内に、別途定める対象（外）施設への異動

に係る届出書 

（5）会員の氏名若しくは名称又は住所等を変更したときは、別途定める会員に係る変更届 

（6）対象施設のすべてを廃止若しくは休止し又は会員が解散等をしたときは、別途定める

全施設廃止等に係る届出書 

（7）対象施設を新設し又は経営の移管を受けたときは、別途定める施設新設等に係る届出

書及び該当職員名簿 

（8）対象施設の一部について廃止若しくは休止し又は経営を移管したときは、別途定める

一部施設廃止等に係る届出書 
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（負担金の納付対象職員に係る名簿の提出） 

第 10条 会員は、毎年４月１日に在籍する職員について、理事会で別に定める負担金納付対

象職員に係る届出書をその年の４月末日までにこの法人に提出するものとする。 

（経営者の変更） 

第 11条 会員に変更が生じた場合において、変更前の会員が変更時までにこの法人に加入し

ており、かつ変更後の会員がその変更時からこの法人に加入したときは、変更前に使用さ

れていた職員で引き続き変更後の会員に使用されるに至った者は、変更前の会員に使用さ

れる職員となったときから引き続き変更後の会員に係る職員であったものとみなす。 

（納付金） 

第 12条 本会に加入を認められた会員は、納付期限までに納付金を納付するものとする。納

付金の額は 1会員につき 100,000円とする。 

（負担金） 

第 13条 会員は、４月１日に在籍する職員数に 13,800円を乗じた額を負担金として納付期

限までにこの法人に納付するものとする。ただし、新規加入法人については当該年度の加

入月数に応じた額とする。なお、負担金 13,800円の内 400円を事務費に充当する。 

（納付期限の延長） 

第 14条 この法人は、災害その他やむを得ない理由により負担金をその納付期限までに納付 

することができないと認めるときは、会員の申請により納付期限を延長することができる。 

（延滞金) 

第 15条 この法人は、会員が納付期限を経過して負担金を納付したときは、納付期限の翌日

から納付した日までの期間の日数に応じ、負担金の額につき年 14.6パーセントの割合で

計算した延滞金を徴収することができる。 

（退職手当金の給付) 

第 16条 退職した職員（死亡による退職の場合にはその者の遺族）の退職手当金は職員を雇

用している会員を介して給付する。 

（遺族の範囲及び順位） 

第 17条 前条の規定により退職手当金の支給を受けるべき遺族は、次の各号に掲げる者とす

る。  

（1）配偶者（届出をしていないが、職員の死亡の当時事実上婚姻関係と同様の事情にあっ

た者を含む。）  

（2）子、父母、孫、祖父母又は兄弟姉妹で職員の死亡の当時主としてその収入によって生

計を維持していたもの  

（3）前号に掲げる者のほか、職員の死亡の当時、主としてその収入によって生計を維持し

ていた親族  

（4）子、父母、孫、祖父母又は兄弟姉妹で第２号に該当しないもの  
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２ 退職手当金の支給を受けるべき遺族の順位は、前項各号の順序により、同項第２号及び第

４号に掲げる者のうちにあっては、当該各号に規定する順序による。この場合において、

父母については養父母、実父母の順序により、祖父母については養父母の養父母、養父母

の実父母、実父母の養父母、実父母の実父母の順序による。  

３ 前項の規定により退職手当金の支給を受けるべき同順位の遺族が２人以上あるときは、退

職手当金は、その人数によって等分して支給する。 

（退職手当金の額)    

第 18条 この法人が給付する退職手当金の額は退職した職員の加入年数に相応する別表１ 

の額と別表３の額の合計額とする。 

２ 退職が死亡による場合の退職手当金の額は、前項の額にかかわらず 50,000円を加算した

額とする。 

（加入年数) 

第 19条 退職手当金算定の基礎となる加入年数は、職員が資格を取得した日の属する月から

資格を喪失した日の属する月までの月数を 12で除して得た値とし、１未満の端数は切捨て

る。 

２ 次の各号の場合には、それぞれの加入期間の加入月数の合計を 12で除して得た値を加入

年数とする。 

  （1）第９条第２号なお書きに規定する合算の場合 

   退職した日から起算して３年以内に再び職員となったときの、合算申出時の加入期間と

再加入後の加入期間 

 （2）第９条第３号に規定する法人間異動の場合 

   異動前加入期間と異動後加入期間 

 （3）第９条第４号に規定する対象外施設異動の場合 

   異動前の対象施設での加入期間と復帰後対象施設での加入期間 

（時効） 

第 20条 退職手当金の給付を受ける権利は、退職した日から５年を経過したときは、時効に

よって消滅する。 

（虚偽の排除） 

第 21条 会員がこの法人に提出する文書に虚偽の記載をした場合は、退職手当金の給付を停

止し、又はすでに給付した退職手当金を返還させることができる。 

（調査） 

第 22条 この法人は、負担金又は退職手当金に係る事項について必要があると認める場合は、      

会員の書類を調査し又は必要な報告を求めることができる。 

（審査の請求） 

第 23条 この法人の処分に不服のある会員は、この法人に対し文書をもって審査の請求がで
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きる。 

２ 前項の請求があった場合は、この法人はその請求を受理した後速やかに審査し裁決の結

果を文書により会員に通知するものとする。 

（諸帳簿の整備） 

第 24条 この法人は、別途定める「会計処理規程」に基づき会員に関する原簿、退職手当金

の給付に関する帳簿、会計に関する帳簿及び共済事業を運営するために必要な諸帳簿を常

に整備しておかなければならない。 

(事務の委任) 

第 25条 この法人の事務の執行に際し必要があるときは、その事務の一部又は全部を社会福 

祉法人静岡県社会福祉協議会に委託することができる。 

（負担する債務） 

第 26条 この法人は、第 18条に基づき、負担する債務について履行の責任を負う。 

(退職共済引当資産) 

第 27条 この法人は前条の債務に見合う資産を退職共済引当資産として、積み立てる。 

(事業財政の定期的検討） 

第 28条  この法人は、３年毎に本事業の財政の健全性及び今後の方向性を検討し、必要があ

れば、理事会の承認を経て第 12条の納付金及び第 13条の負担金又は第 18条の退職手当

金額表及び付加給付金額表の改正を行うことができる。 

 

 

 

 附 則 

（施行日） 

１ この規則は、一般財団法人静岡県社会福祉事業共済会の設立の登記の日から施行する。 

なお、平成 16年４月１日施行の財団法人静岡県社会福祉事業共済会運営規則は設立の登

記の前日をもって廃止する。 

 

(経過措置） 

２ 平成 16年３月 31日に在籍する職員の退職手当金の額については、本則第 18条第１項

にかかわらず次の各号の合計額とする。なお、第２号及び第３号の勤続年数は、平成 16

年３月 31日までの満年数とし、平成 16年３月 31日現在の１年未満の端数月数は平成

16年４月１日以降の加入期間に加算して加入年数を算定する。 

(1) 平成 16年３月 31日に割り当てられた旧制度分割当額 

(2) 平成 16年３月 31日までの勤続年数及び平成 16年４月１日以降の加入年数に基づ 

く別表２の額 
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(3) 平成 16年３月 31日までの勤続年数及び平成 16年４月１日以降の加入年数に基づ 

く別表３の額 

(届出書等に関する特例）       

３ 本則第９条及び第 10条にかかわらず、当面の間、独立行政法人福祉医療機構が実施す

る社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入する職員に関しては、独立行政法人福祉

医療機構に提出する同目的の届出書等の写しをもって、この法人へ提出する届出書等に

代えることができる。 

（加入職員の継続に関する特例） 

４ 本会の退職共済制度に係る加入職員で、定年退職及び子育て等により労働時間が就業

規則で定める正規職員の所定労働時間の３分の２以下の勤務時間になった職員で会員

（当該職員の勤務する法人）が引き続き加入を認めた職員については、定款第４条第１

項第１号及び本則第２条第１項第５号に該当する職員とみなす。 

 

   

附 則 

この規則は、平成 27年 4月 1日から施行する。 

附 則 

 この規則は、平成 28年 4月 1日から施行する。 

附 則 

 この規則は、平成 30年 4月 1日から施行する。 

附 則 

 この規則は、令和 6年 4月 1日から施行する。 

 

 


